
代 表 者 ：

事業内容 ：

所 在 地 ：

従業員数 ： 2,501 名（男性 1,161 名、女性 1,340 名）

イクボス宣言をしている場合、宣言者とその年月日：　　　　　　　　　　　　　　　　/　株式会社鹿児島銀行　/　2017年11月8日

 【会社の取り組み】

　　①従業員の子育てをはじめとするワーク・ライフバランスに配慮した取組について

　　②業務効率を上げるための取組について

　　③-1取組のアピールポイントについて（過去１年間に導入した新規の取組）

○仕事と育児の両立支援
・育児休業（子どもが2歳まで取得可能）
・出生時育児休業（育児休業期間を通算して当初10営業日の給料及び賞与の全額支給）
・育児のための勤務時間短縮制度（子が小学校3年生まで取得可能）
・時間単位休暇・子の看護等休暇・看護休暇・半日休暇・配偶者出産休暇の制度有り
・ウェルネス休暇（不妊治療のための休暇）
・テレワーク制度、時差勤務制度の導入
・「育休復職者セミナー」を開催
・産前休暇前面談の実施
・キャリアアドバイザーによる育休復職者への面談実施
・企業主導型保育所「かぎん保育園ゆめいろ」の設置
・出産祝金の支給
・育児・介護・不妊治療に関する相談窓口の設置
・両立支援制度の周知・促進のため、行内研修等の実施
○休暇の取得申請
・年2回の連続休暇（合計10日間）、シーズン休暇（3ヶ月毎に1日）100％取得
・各種休暇の完全取得を目標に計画取得を促進
・子が出生した男性行員及び所属長宛に、育児休業取得推進の連絡を個別に実施
○長時間労働縮減の促進
・リフレッシュデー（原則毎週水曜日）、リフレッシュウィーク（2月と8月の各1週間）を設け、早帰りを徹底
・ライトダウンデー（原則第1・第3金曜日）を設け、一斉の定時退行を実施
・朝型勤務、インターバル勤務の導入
・19時完全退行
・休日出勤原則禁止

・ペーパーレス化を推奨し、電子ファイルでの保管・共有で業務時間の削減
・会議時間は原則30分以内とする。
・オンライン形式での研修を行い、移動等に係る時間の短縮・削減
・行内インターネット上で早帰り推進日の周知や掲示を行い、意識醸成を図る。

・子の看護等休暇改定（2025年4月からの法改正に伴い、当行は半年前倒しの2024年10月から対応）
・パートナーシップ制度の導入（2024年10月）
　同性パートナーの従業員に対し、法律上の配偶者とその子どもに同等の福利厚生等を適用する（2024年9月）
・えるぼし３つ星認定（2024年11月）

 【企業・団体名】 株式会社　鹿児島銀行

取締役頭取　郡山 明久

金融業

鹿児島市金生町6-6



　　③-２取組のアピールポイントについて（企業独自の取組）

 【これまでの実績】

 【その他（社員の声・今後の取り組み・目標）】

・男性育休100％宣言への登録（株式会社ワーク・ライフバランス）
・ウェルネス休暇制度の導入
　生理や不妊治療、健康診断の再検査などを理由に取得可能（有給扱い）
・新人事制度の開始
　専門性の高い特定の業務を担当する「専門キャリアコース」や、営業目標を持たず事務を担当する「特定職
コース」の新設
　一人ひとりが描くキャリアパスやライフイベントに応じた働き方をサポート
　⇒結婚や出産、育児、教育環境に応じて柔軟にコースを選択可能
　勤務地区分（エリアフリー・エリア限定）の選択性を導入
　男女問わず「エリア限定」を選択した行員は、本人の生活の本拠地から通勤可能な範囲内を勤務地とする
ことができエリア外への転勤はない。
　⇒夫が単身赴任をする必要がなくなり、夫婦ともに育児に参画可能

・プラチナくるみん、えるぼし（３つ星）認定企業
・有給休暇取得率：83.1％（付与：48,293日、取得：40,116日）
・育児休業取得率：男性70.6%、女性86.7％
　（出生時育児休業および育児休業を通算して10営業日は有給扱い）
※当行は「子が出生して2歳の誕生日を迎える前日まで」を育児休業取得可能期間としていることから、必ず
しも子の出生と同一年度内に育児休業を取得するとは限りません。ただし、取得期間内に取得対象者全員が
必ず育児休業を取得しており、取得期間を定めない取得率は男女ともに100％を維持しています。

・時差勤務制度を活用し、早い時間に帰ることでプライベートの時間も充実しています（20代男性）
・復職後面談をしていただけるのでその際に育児に対する悩みなど聞いていただけて、不安が減りました（30
代女性）


